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施策マネジメントシート
（令和６年度目標達成度評価）

シート１ 施策4：地域福祉の推進
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各課が以前から抱えていた複合的な課題があ
り、役割分担が必要なケースは令和５年度ま
でに把握ができたため、目標には達しません
でした。

就労支援員の就労に向けた働きかけや、ケース
ワーカーの支援等による本人の就労意欲の向上に
より、新たな就労や、継続してきた就労の収入増
につながり、保護廃止となりました。
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3　施策の現状・住民意見等
①施策の現状（第１期基本計画策定当初）と今後の状況変化

②この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

４　施策の評価
①施策の振り返り（経営方針の達成度等）

施策マネジメントシート
（令和６年度目標達成度評価）

シート２ 施策4：地域福祉の推進

①【地域福祉計画」及び「地域福祉活動計画」に基づき、社会福祉協議会をはじめ民生・児童委員や関係機
関、ボランティア団体等と連携してサロンや交流活動等の地域福祉活動を推進し、支え合いや助け合いに根
差した地域の取り組みと福祉力の向上に努めます。】については、社会福祉協議会との連携による住民ニー
ズに沿ったサービスや民生・児童委員による相談活動等を行いました。

②【生活困窮世帯等の様々な悩みを抱える世帯の相談や支援に対して、安心サポート合志や関係課、関係機
関と連携した重層的支援体制の整備に努めます。】については、相談・支援について、安心サポート合志に
よる相談支援から、家計相談や学習支援、就労支援など個々のニーズに応じた幅広い支援へと繋いでいるほ
か、複合的な課題を抱えているケースに対しては包括的に支援にする相談支援包括化推進員による庁内関係
課や他関係機関と連携して課題解決に向けた取り組みを行い、相談や支援にも対応しました。

③【民生委員・児童委員の各地域における理解と協力が得られるように活動の情報を発信し、なり手不足解
消に向けた取り組みを行い、区・自治会と連携して人材確保に努めます。また、アンケートや聞き取りを行
い負担軽減に努めます。】については、行政協力員役員会で民生・児童委員協議会役員とともに、「民生・
児童委員の活動及びそのやりがい」について、説明を行いました。また、欠員が生じている地域について
は、地域全体に「民生・児童委員の活動及びそのやりがい」についての理解を広げていく活動を引き続き行
い、委員の確保に努めています。

（令和6年度（令和5年度振り返り）の施策評価における議会意見）
●多国籍住民に対応できる組織づくりに努めること。
●第4期地域福祉計画及び重層的支援体制整備事業を着実に実施すること。
●安サポ等相談窓口と官民を問わず、福祉、医療、教育施設の連携を強化すること。
●地域住民のニーズを把握するために、既存手段の見直し、DX活用などを検討すること。
●民生・児童委員の確保のための対策を強化すること。

（令和6年度（令和5年度振り返り）の施策評価における総合政策審議会意見）
●民生・児童委員やボランティアのなり手不足解消に取り組むこと。

令和６年度経営方針からの振り返りは以下のとおりです。



②施策の課題（令和6年度の施策の振り返りから見る課題）

５　施策の令和６年度結果に対する審査結果
①政策推進本部での指摘事項（施策目標達成度評価結果報告を受けて令和７年７月２３日）

②総合政策審議会での指摘事項（令和7年７月３１日、8月６日のまとめ）

③議会の行政評価における指摘事項（令和７年９月１日）

６　次年度に向けた取り組み方針
〇政策推進本部　令和8年度合志市経営方針（令和7年10月10日）
①生活困窮世帯等の様々な悩みを抱える世帯の相談や支援に対して、安心サポート合志や関係課・関係機
関と連携のもと、専門職による「相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」を一体的に実施す
る重層的支援体制の整備に努めます。
②「地域福祉計画」及び「地域福祉活動計画」に基づき、社会福祉協議会をはじめ民生・児童委員や関係
機関、ボランティア団体等と連携して各団体の活動の活性化と地域福祉活動を推進し、地域住民のニーズ
を多様な方法で把握しながら、支え合いや助け合いに根差した地域の取り組みと福祉力の向上に努めま
す。
③民生・児童委員が選任されていない地域が生じないよう、なり手不足の本質的な課題を見極め、やりが
い等の魅力発信や業務負担の軽減など、活動しやすい環境を整備し、自治会（区）と連携して人材確保に
努めます。

●民生・児童委員の確保を行政協力員だけに頼らず、推薦の方法を検討すること。
●避難行動要支援者名簿の毎年1回の見直しを充実させること。

施策マネジメントシート（令和６年度目標達成度評価） シート3 施策4：地域福祉の推進

●地域活動の連携意識が希薄化していく中で、ボランティア組織の育成や支え合う地域活動の意識醸成な
ど、誰もが地域福祉の担い手となれるような方策が必要です。
●誰もが尊厳をもって自立した生活を営むことができるように支援する体制や地域の事業所や団体等と連
携して支え合う仕組みづくりの構築が必要です。
●民生委員・児童委員の人材確保と負担軽減のため、自治会や地域団体等の理解と協力が必要です。

●複雑複合化した課題等がある人とその世帯を、関係機関や地域住民等の連携により包括的に支援し、ま
たアウトリーチ等を通じた支援を継続して、支援の網から零れ落ちる人がいないよう丁寧に対応するな
ど、一層の重層的支援体制の構築に努めること。
●自立相談支援事業において、生活困窮者の状況に応じた、各種支援を行ない、生活保護が必要な場合
は、確実に保護申請につながるよう取り組むこと。
●民生委員・児童委員の人材確保と負担軽減に向けて、民生委員児童委員協議会や区長協議会と連携し、
なり手不足解消に向けた取り組みを行うこと。

●担い手不足を解消するため、仕事と両立できる地域活動を提供するなどの工夫を行うこと。
●各種相談先についての周知方法を工夫すること。


